
福岡県における近年の被害概要
（H29～R3）
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〇平成２９年７月九州北部豪雨
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〇平成２９年７月九州北部豪雨

〇平成２９年７月５日昼頃から局地的に激しい雨が降り、特に福岡県筑後北部から

大分県西部にかけて、「線状降水帯」が形成されて猛烈な雨が降り続き、九州で

初めてとなる「大雨特別警報」が気象庁から発表された。

〇気象庁における当時の日本の観測史上最大の記録である１２時間雨量７０７㎜を、

わずか９時間で超える７７４㎜（朝倉市における平年の７月の月間雨量の２倍を超

える量、福岡県の年間雨量の約半分）という記録的豪雨により、朝倉市、東峰村を

中心とした山間部で多数の山腹崩壊が発生し、河川の氾濫に加えて、大量の土砂・

流木が下流域まで広範囲に流れ込む土砂洪水氾濫が発生し、これまでに例のない

甚大な被害が発生した。

〇道路、橋梁、河川等の公共土木施設、農作物や農地・農業用施設、林業用施設等

が被災し、被害総額は、本県における戦後最大規模の１，９４１億円となった。

※公共土木施設被害額は、約１，１００億円。

被災の特徴
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〇平成２９年７月九州北部豪雨 （復旧状況）

被災直後

白木谷川

赤谷川

白木谷川

赤谷川

R3.11状況

白木谷川・赤谷川
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被災直後

北川

〇平成２９年７月九州北部豪雨 （復旧状況）

R3.11状況

北川

北川
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主な被災地域
最大時間

雨量
被災の特徴

平成２９年７月
九州北部豪雨

朝倉市・東峰村
894㎜

（774㎜）
54ｈ
（9ｈ）

124㎜/h

・当時の日本の観測史上最大の記録である１２時間雨量707㎜を
　わずか９時間で超える774㎜（福岡県の年間雨量の約半分）と
　いう記録的豪雨。
・被害総額は本県における戦後最大規模の1,941億円。

平成３０年７月豪雨 県内の広い範囲 602㎜ 48ｈ 74㎜/h

・全６０市町村に大雨・洪水警報、そのうち８割以上の市町村で大雨
　特別警報が発表された。
・北九州市、久留米市など県内２０観測地点のうち、７地点で４８時間
　雨量の観測史上最大を記録。
・県内４９の河川で浸水被害が発生。

令和元年８月の大雨
八女市・久留米市

朝倉市
422㎜

（235㎜）
24ｈ
（6ｈ）

87㎜/h

・気象庁の耳納山観測所（久留米）で３時間、６時間雨量が観測
　史上最大を記録。
・八女市、久留米市など５観測所で８月における２４時間雨量の過去
　最大を観測。
・久留米市、朝倉市、八女市など１５河川で浸水被害が発生。

令和２年７月豪雨 大牟田市・久留米市 727㎜ 48ｈ 105㎜/h

・大牟田市では、４８時間で７月の平均雨量の約２倍となる727㎜の
　雨を観測。
・県内の５観測所で４８時間雨量の過去最大を記録。
・大牟田市、久留米市、朝倉市などの３７河川で浸水被害が発生。

令和３年８月の大雨
筑後地域・福岡地域南部

筑豊地域南部
718.5㎜ 72ｈ 72㎜/h

・久留米市では、７２時間で８月の平均雨量の約３倍となる718.5㎜の
　雨を観測。
・県内の１０観測所で７２時間雨量の過去最大を記録。
・久留米市などの１９河川で浸水被害が発生。

累加雨量

〇福岡県における近年の豪雨・大雨被害

県内において５年連続で「大雨特別警報」（気象庁）が発令
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〇平成３０年７月豪雨
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〇令和元年８月の大雨
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〇令和２年７月豪雨
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〇令和３年８月の大雨
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災害復旧における福岡県の取り組み
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〇災害復旧における福岡県の取り組み

〇災害に対する備え（協定）

〇災害に対する備え（研修等の市町村支援）

〇大規模災害時の市町村支援

〇災害査定時の簡素化と市町村支援

〇市町村支援の成果と課題
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〇災害に対する備え（協定）

〇福岡県では、各年度ごとに施工業者と「風水災害時の緊急対策工事等に関する協定」

を締結している。

（目的）
風水災害時において、福岡県が管理する

公共土木施設の機能を保持し、または速

やかな復旧を図るために必要な緊急対策

工事を迅速かつ適切に実施するとともに、

地域防災に資する自主活動を推進すること

風水害協定

※管理者の管理する公共土木施設の巡視は必須。
巡視結果報告は１１月と翌年５月の２回行うことを
義務付け。また、巡視において施設に異常があった
場合もその都度管理者へ報告。
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〇災害に対する備え（協定）

大規模災害時における災害応急対策業務の
支援に関する協定

事務所 委 託

被害状況現地調査

災害状況調査依頼 調 査

災害報告書等作成

箇所の修正作業

設計書作成

報告書作成

（一社）福岡県測量設計コンサルタンツ協会

（災害復旧支援業務）

連続雨量
収束日

災害発生

災害報告
（１週間以内）

目論見書提出
（査定の３週間程度前）

大規模災害時に被害を
受けた公共土木施設等
の被害状況を速やかに
把握し、被災施設等の
早期復旧に資する

目的
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〇災害に対する備え（協定）

大規模災害時における災害応急対策業務の
支援に関する協定

大規模災害発生

被災箇所の状況把握

被災状況を専門的な知見から判断

応急復旧工法の検討、設計
応急復旧工事の実施

本復旧工法の検討、設計
本復旧工事の実施

協定により協会が行う業務

大規模災害時において被災を受け
た道路法面、コンクリート橋などの
被害状況を速やかに把握し、被災
施設等の早期復旧に資する

目的

（道路法面、コンクリート橋など専門的分野について）

（一社）福錐会
（一社）ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会九州支部
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研修年間スケジュール

災害復旧実務講習会（第１回）

　→出水期に向け、査定の知識・注意点等を中心に講義
　　 査定官（整備局）、立会官を講師として招き、講義していただいている

災害復旧測量設計講習会

　→建設コンサルタント向け講習会

ブロック講習会

　→査定の基礎知識・注意点等を中心に地区（５ブロック）ごとに分けて講義

災害復旧実務研修

　→模擬査定ありの実戦的な研修
　　 査定官（整備局）を講師として招き、模擬査定を行っていただいている

出水期

災害査定が実施される

災害復旧実務講習会（第２回）

　→本年度に行われた災害査定結果・傾向・注意点等を講義
　　 査定官（整備局）を講師として招き、講義していただいている

４ 月

５ 月

６月～

１２ 月

〇災害に対する備え（研修等の市町村支援）

〇出先県土整備事務所・各市町村に向けた研修・講習会等を行っている。

研修等の開催
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〇大規模災害時の市町村支援
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〇大規模災害時の市町村支援

発災平成２９年７月

平成２９年９月

延べ１５人の土木技術職員を朝倉市・東峰村に派遣（短期）
（公共土木施設の被害調査支援）

朝倉市・東峰村それぞれ２名ずつ派遣（長期）

令和２年４月

朝倉市に２名、東峰村に１名を派遣（長期）

現 在

（その他、令和２年災対応としてその他市町村に１名派遣）

県内及び九州・山口各県の市町村からは４３名を短期派遣
※業種は土木のほかに農業土木、林業及び事務職員を含む
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〇災害査定の簡素化と市町村支援

災害査定の効率化（簡素化）

机上査定限度額の
引き上げ

設計図書の簡素化

机上査定件数が増
↓

写真の重要度がUP
↓

研修会等で、写真の撮り方・ポイント
を重点的に講義

図面簡素化を行うと、査定時から
工種の追加があるケースが多い

＝ 重変件数の増
↓

簡素化を行う場合、工種については
できるだけ漏れがないように指導

支援 支援

実態：査定までに詳細に設計を行い、
簡素化を行わないケースが多い
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〇市町村支援の成果と課題

・ 講習会・研修を行うことで、査定に慣れていない市町村に
おいても、災害が発生した場合に最低限の対応が可能と
なっている。

・ Ｈ２９以前はほぼ災害経験がなかった朝倉市・東峰村に
おいて、派遣職員（県・他の自治体）の活躍もあり無事に
Ｈ２９災害査定を完了できた。

・ Ｈ２９以降も災害が発生したが、Ｈ２９災の経験をもとに
市町村職員のレベルも上がり効率的に査定を行えた。

・ 工事発注・工事監督業務についても、市町村職員・派遣
職員一丸となり順調に行えている。

・ 県管轄の災害事業と市町村管轄の災害事業との調整が
図られ、スムーズに事業に取り組めた。

成果
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・ 支援する立場である県も人員が不足しており負担大。

・ 講習会・研修により最低限の対応ができるようになった
ものの、査定経験の豊富な市町村と経験の少ない市町
村でのレベル差が大きい。

・ 災害査定に精通した市町村職員を育成しても、数年後
人事異動でリセットされてしまう。

課題

〇市町村支援の成果と課題
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